
本研専が名に冠する Plen-optic は，完全を意味する
ラテン語である plenus と optic から作られた造語であ
る(1)．シーン中を飛び交う様々な強度の光を目が受容す
ることで，我々は物を「見る」ことができる．こうして
知覚される視覚情報を構成する基本要素として，空間中
を飛び交う光線の集合やその時間変化を考えることがで
きる．Adelson らはこれを plenoptic function と名付け，
三次元位置・方向，時刻，波長に対する光の強度を定義
する七次元の関数を定義している．
これまでの撮像デバイスの進展の多くは，光学素子や

電子デバイスの発展により支えられてきた．一方，
PoTS 映像学は，plenoptic function の考え方に基づき，
時空間中を飛び交う光線の強度を観測し，これを演算し
て画像を作り出す技術である．三次元位置・方向，時
刻，波長を総合的に捉えて相補的に扱ったり，時空間を
飛び交う光線の強度について成り立つ制約を導入したり
することによって，計測されたあらゆる情報を人の視覚
を通して提示するための「イメージング技術」の高度化
を狙う．イメージングに支えられている分野は学術界，
産業界を問わず多岐にわたる．今後 10 年は，各分野の
要求に合わせて裾野を広げながら，PoTS 映像学技術は
大きく発展するだろう．
PoTS 映像学が対象とする撮像技術は，観測された光

線データの演算処理を基本とするため，観測に用いられ
るカメラの光学系にも大きな変革が起こっている．新た

な機構を有するカメラとして Plenoptic カメラ(2)が既に
商品化されており，撮影した後に自由に焦点を変化させ
る等，新しい画像撮影体験を提供している．一方，光線
データの演算処理は，過去の映像資産の活用方法にも大
きな革命を与えるであろう．古い機構のカメラによって
撮影された映像から元の光線情報を復元し，演算処理を
行うことにより，過去の映像から新たな発見を可能にす
る画像生成が実現できる．こうした新しい活用を実現す
るために，コンピュータビジョンで従来から研究されて
いる幾何・フォトメトリ等の方法論をいかに拡張してい
くかが，PoTS 映像学における重要な課題となる．
また PoTS 映像学が対象とする表示技術にはライト

フィールドディスプレイと呼ばれるものがあり，従来の
三次元ディスプレイを超えて，眼の焦点調整も原理的に
考慮されている．眼との物理的な距離が近いヘッドマウ
ンテッドディスプレイを用いるバーチャルリアリティや
拡張現実感の分野では，こうしたディスプレイの活躍が
期待されている(3)．また，提示する CGの合成やインタ
ラクションに関わる技術にも変革が起こると予想され，
新たな映像表現や価値の創成にも期待される．
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